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ている｢労働組合員総合意識調査｣に参加した日本全国の大手上場企業 61 社のものである。 

























するために、計量分析を行う。即ち、先ほどの図 1 における、矢印 B の存在を確かめるため、
以下の式（１）について回帰分析を行う。 
 
ܧ݂݂݋ݎݐ௜ ൌ ܼ௜ߛ௜ ൅ ߳௜ （１） 
 





Variable Obs Mean Std. Dev. Min Max
年間賃金（単位：万円） 92214 522.89 206.23 150 1050
log(年間賃金） 92214 15.38 0.43 14.22 16.17
一か月平均残業時間 92214 22.38 19.42 5 85
女性 92214 0.23 0.42 0 1
結婚 92214 0.57 0.49 0 1
子供 92214 0.46 0.50 0 1
年齢 92214 34.64 9.95 15 69
中卒 92214 0.07 0.26 0 1
高卒 92214 0.47 0.50 0 1
専修学校卒 92214 0.02 0.15 0 1
短大・高専卒 92214 0.10 0.30 0 1
大卒 92214 0.26 0.44 0 1
大院卒 92214 0.06 0.25 0 1
営業・販売・サービス 92214 0.13 0.34 0 1
専門・技術・研究 92214 0.29 0.45 0 1
事務（管理部門含む） 92214 0.23 0.42 0 1
技能・現業 92214 0.35 0.48 0 1
対数従業員数 92214 9.06 1.04 6.86 12.46
営業利益率（％） 75323 0.06 0.05 -0.02 0.18
経常利益率（％） 75323 0.06 0.05 -0.02 0.19
負債比率（％） 75323 0.51 0.20 0.13 0.98
外国人持ち株率（％） 73933 0.19 0.17 0.00 0.46
努力水準 88981 3.75 1.00 1 5
周知の程度１ 92154 2.73 0.99 1 5
周知の程度２ 92140 3.25 0.93 1 5
自律性 92146 6.69 1.92 2 10
仕事結果の明確性 92170 2.99 1.14 1 5









列（１）は周知の程度 1 だけを用いた推定結果であり、列（２）は周知の程度 2 だけを、
列（３）は周知の程度 1，2 を同時に加えたもの、そして列（４）は、周知の程度 1，2 を足
し合わせたものを説明変数として用いている。なお、周知の程度１，２のクロンバックのα
は 0.6015 であった。列（１）から列（４）については OLS による推計結果を、列（５）は、
列（４）についての Ordered Logit による分析結果を示している。 
その結果として、すべてのケースにおいて、周知の程度は、努力水準に対して、有意水準
1％以下で正の効果をもたらしていることがわかる。なお、除外操作変数に関する F 値は 160
以上の値となっており、その p 値は０．０１％以下である。このことにより、以後の操作変
表２　努力水準へ及ぼす周知の程度の影響









残業時間 0.00163** 0.00148* 0.00162** 0.00162** 0.00345**
(0.000774) (0.000813) (0.000774) (0.000778) (0.00160)
女性 -0.236*** -0.245*** -0.240*** -0.240*** -0.478***
(0.0224) (0.0230) (0.0220) (0.0222) (0.0453)
結婚 0.100*** 0.102*** 0.0995*** 0.0996*** 0.206***
(0.0117) (0.0114) (0.0112) (0.0112) (0.0221)
子供 0.0240** 0.0268** 0.0252** 0.0253** 0.0514**
(0.0119) (0.0120) (0.0119) (0.0119) (0.0254)
年齢 0.0650*** 0.0664*** 0.0652*** 0.0653*** 0.119***
(0.00724) (0.00741) (0.00709) (0.00713) (0.0135)
年齢二乗 -0.000652*** -0.000668*** -0.000660*** -0.000661*** -0.00117***
(9.27e-05) (9.47e-05) (9.08e-05) (9.13e-05) (0.000178)
中卒 0.00912 0.00367 0.00527 0.00504 0.0232
(0.0185) (0.0200) (0.0187) (0.0188) (0.0387)
専修学校卒 0.0209 0.0241 0.0232 0.0233 0.0622
(0.0217) (0.0219) (0.0217) (0.0218) (0.0433)
短大・高専卒 0.0473*** 0.0484*** 0.0458*** 0.0459*** 0.102***
(0.0172) (0.0173) (0.0170) (0.0170) (0.0318)
大卒 0.155*** 0.154*** 0.153*** 0.153*** 0.332***
(0.0170) (0.0161) (0.0167) (0.0166) (0.0325)
大院卒 0.179*** 0.180*** 0.177*** 0.177*** 0.377***
(0.0318) (0.0313) (0.0322) (0.0322) (0.0620)
専門・技術・研究 -0.103*** -0.118*** -0.103*** -0.104*** -0.195***
(0.0269) (0.0273) (0.0262) (0.0265) (0.0517)
事務（管理部門含む） -0.0241 -0.0340 -0.0232 -0.0235 -0.0167
(0.0306) (0.0298) (0.0304) (0.0303) (0.0621)
技能・現業 -0.0370 -0.0642** -0.0451 -0.0462 -0.0833
(0.0302) (0.0295) (0.0299) (0.0301) (0.0611)
対数従業員数 -0.0141 -0.0218 -0.0178 -0.0182 -0.0325
(0.0217) (0.0238) (0.0215) (0.0217) (0.0408)
Observations 83,351 83,338 83,337 83,337 83,337
R-squared 0.100 0.098 0.105 0.105 0.0416









数を用いた分析において、いわゆる weak instruments の問題(Bound, Jaeger, and Baker, 








ける矢印 A の存在を示す。推計手法としてはクラスター・ロバストな 2SLS に加えて、基本
的には two-step GMM 推計を行う 1)。 
 推計する式は、以下の式（２）である。 
 





Eሾܼ௜ᇱሺlnሺݓܽ݃݁௜ሻ െ ௜ܺߠሻሿ ൌ 0 （３） 
 




ߠ෠ீெெ ൌ ൬ሺܺᇱܼሻ ∙ ൫߉መ൯ିଵ ∙ ሺܼᇱܺሻ൰
ିଵ
ሺܺᇱܼሻ ∙ ൫߉መ൯ିଵ ∙ ܼᇱ ∙ ln	ሺݓܽ݃݁ሻ （４） 
 
この時、߉ ൌ ܧሺܼ௜ᇱݑ௜ݑ௜ᇱܼ௜ሻ である。もしこのとき、誤差項における homoskedasticity が成
り立ち、serial correlation もない、という状況にあるのならば、߉ ൌ ߪ௨ଶܧሺܼ௜ᇱܼ௜ሻと書け、それ
はすなわち、GMM 推定量は 2SLS 推定量と一致する。しかし同一企業に属する従業員の間
で serial correlation がない、と仮定することには無理がある。例えば、やる気のない従業員
は他の従業員のやる気を下げるなどの peer effect が存在する可能性がある。また、
homoskedasticity を仮定するに相当な根拠も見当たらない。従って、本稿におけるような場





合、two-step GMM 推計量は、2SLS に比べて、より効率性の高い一致推定量が得られるこ




























手法 OLS 2SLS GMM
努力水準 0.0154*** 0.0551*** 0.0441**
(0 .00238) (0 .0195) (0 .0174)
Observations 83,406 83,337 83,337
R-squared 0.707 0.700 0.703
Robust standard errors in parentheses：*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1
紙幅の都合により、努力水準以外の説明変数についての結果は省略した
log(賃金)

































(1) (2) (3) (4) (5) (6)
被説明変数
手法 OLS GMM OLS GMM OLS GMM
努力水準 0.0401 0.651** -0.0305 0.314** -0.0174 0.276**
(0.151) (0 .271) (0.0669) (0 .145) (0.0612) (0 .129)
Observations 56 56 46 46 46 46
R-squared 0.843 0.318 0.466
Robust standard errors in parentheses：*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1
紙幅の都合により、努力水準以外の説明変数についての結果は省略した
log(賃金) 営業利益率 経常利益率

















ln	ሺwageሻ ൌ β ∙ effort ൅Wγ ൅ ε （５） 
 
説明変数 w は式（２）における X から、努力水準を除いたものである。この式（５）を、
企業別に OLS 推計する 5)。そこで推計された企業別のβは、インセンティブ理論におけるイ
ンセンティブ強度に対応する proxy 変数として機能すると想定できよう。 
報酬ルールが以下の式（６）の様に線型関数の形で書けるとすると、 
 
w ൌ α ൅ βሺ݂݂݁݋ݎݐ ൅ ݔሻ （６） 
 
w は賃金、αは基本給部分、effort は企業側（プリンシパル）からは観察されない努力水






























































(1) (2) (3) (4)
被説明変数 β 有意β 有意β 有意β
手法 OLS OLS Tobit Tobit
自律性 -0.00471 -0.0109 -0.00740 -0.0154
(0.00602) (0.00713) (0.00924) (0.0100)
結果の明確性 -0.00244 -0.0195 -0.0306 -0.0259
(0.0134) (0.0165) (0.0250) (0.0229)
負債比率 -0.00451 -0.00790 -0.0141 0.00121
(0.0131) (0.0160) (0.0286) (0.0323)
外国人持ち株比率 0.00765 -0.00239 0.0262 0.0355
(0.0220) (0.0225) (0.0400) (0.0417)
営業利益率 -0.110*** -0.0991*** -0.233*** -0.288***
(0.0335) (0.0354) (0.0658) (0.0673)
残業時間 0.000176 -4.04e-05 -0.000104 -0.000492
(0.000271) (0.000247) (0.000353) (0.000305)
子供を持つ率 -0.0182 -0.00975 -0.0109 0.0165
(0.0189) (0.0249) (0.0460) (0.0312)
年齢 0.00129 0.00167* 0.00335**
(0.000775) (0.000930) (0.00158)
大卒 0.0113 0.0317 0.0270 0.0249
(0.0170) (0.0205) (0.0300) (0.0288)
営業職 0.0288 0.0415** 0.0479* 0.0410*
(0.0209) (0.0184) (0.0255) (0.0231)
対数従業員数 0.00327 0.00487* 0.00855** 0.00457
(0.00216) (0.00266) (0.00405) (0.00431)
賃金 1.00e-08**
(4.25e-09)
定数 -0.0259 0.0272 -0.0610 0.0662
(0.0495) (0.0559) (0.0838) (0.0723)
sigma 0.0126*** 0.0121***
(0.00217) (0.00219)
Observations 45 45 45 45
R-squared 0.568 0.570
Robust standard errors in parentheses：*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1
産業ダミーの効果は省略した



















































1) 以下の GMM に関する議論は、Wooldridge(2002)を基にしている。 
2) 企業単位での回帰分析は十分なサンプル数が確保できないので、その結果の信頼性には一
定の留保が必要であることを述べておきたい。 
3) 企業単位での GMM 推計においては、操作変数として周知の程度１と周知の程度２を足し




ことで、努力の効果の仮想的な局所的効果（Local Average Treatment Effect）を推計する
ことができるが、そうした仮定の正当性の吟味は本稿での趣旨とは外れるのでこれ以上検討
しない。 
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